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参照条文 

 

【管理番号 80】 

○生活保護法 抄 

 

（住宅扶助） 

第１４条 住宅扶助は、困窮のため最低限度の生活を維持すること

のできない者に対して、左に掲げる事項の範囲内において行われ

る。 

一 住居 

二 補修その他住宅の維持のために必要なもの 

 

第３１条 生活扶助は、金銭給付によつて行うものとする。但し、

これによることができないとき、これによることが適当でないと

き、その他保護の目的を達するために必要があるときは、現物給

付によつて行うことができる。 

２ （略） 

３ 居宅において生活扶助を行う場合の保護金品は、世帯単位に計

算し、世帯主又はこれに準ずる者に対して交付するものとする。

但し、これによりがたいときは、被保護者に対して個々に交付す

ることができる。 

４・５ （略） 

 

（住宅扶助の方法） 

第３３条 住宅扶助は、金銭給付によつて行うものとする。但し、

これによることができないとき、これによることが適当でないと

き、その他保護の目的を達するために必要があるときは、現物給

付によつて行うことができる。 

２・３ （略） 
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４ 住宅扶助のための保護金品は、世帯主又はこれに準ずる者に対

して交付するものとする。 

 

（保護の方法の特例） 

第３７条の２ 保護の実施機関は、保護の目的を達するために必要

があるときは、第三十一条第三項本文若しくは第三十三条第四項

の規定により世帯主若しくはこれに準ずる者に対して交付する保

護金品、第三十一条第三項ただし書若しくは第五項、第三十二条

第二項、第三十四条第六項（第三十四条の二第三項及び第三十五

条第三項において準用する場合を含む。）若しくは第三十六条第三

項の規定により被保護者に対して交付する保護金品又は前条第二

項の規定により葬祭を行う者に対して交付する保護金品のうち、

介護保険料（介護保険法第百二十九条第一項に規定する保険料を

いう。）その他の被保護者が支払うべき費用であつて政令で定める

ものの額に相当する金銭について、被保護者に代わり、政令で定

める者に支払うことができる。この場合において、当該支払があ

つたときは、これらの規定により交付すべき者に対し当該保護金

品の交付があつたものとみなす。 

 

○生活保護法施行令 抄 

（保護の方法の特例） 

第３条 法第三十七条の二に規定する被保護者が支払うべき費用で

あつて政令で定めるものは、次の表の上欄に掲げる費用とし、同

条に規定する政令で定める者は、同表の上欄に掲げる費用の額に

相当する金銭について、それぞれ同表の下欄に掲げる者とする。 

 

支払うべき費用であつて政令で定める

もの 

政令で定める者 

法第三十一条第三項の規定により交付 当該被保護者に対し当該費
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する保護金品により支払うべき費用で

あつて、住宅を賃借して居住することに

伴い通常必要とされる費用のうち厚生

労働省令で定めるもの 

用に係る債権を有する者 

法第三十一条第三項の規定により交付

する保護金品により支払うべき費用で

あつて、社会福祉法（昭和二十六年法律

第四十五号）第二条第二項第七号に規定

する生計困難者に対して無利子又は低

利で資金を融通する事業による貸付金

の償還に係るもの 

当該被保護者に対し当該貸

付金に係る債権を有する者

法第三十三条第四項の規定により交付

する保護金品 

当該被保護者に対し法第十

四条各号に掲げる事項の提

供に係る債権を有する者 

法第三十七条の二に規定する介護保険

料 

当該被保護者を被保険者と

する市町村及び特別区 

 

○生活保護法施行規則 抄 

（厚生労働省令で定める通常必要とされる費用） 

第２３条の２ 生活保護法施行令第三条の表の法第三十一条第三項

の規定により交付する保護金品により支払うべき費用であつて、

住宅を賃借して居住することに伴い通常必要とされる費用のうち

厚生労働省令で定めるものの項に規定する厚生労働省令で定める

ものは、被保護者が賃借して居住する住宅に係る共益費とする。 

 

○個人情報の保護に関する法律 抄 

（定義） 

第２条 （略） 
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２ この法律において「個人情報データベース等」とは、個人情報

を含む情報の集合物であって、次に掲げるものをいう。 

  一 特定の個人情報を電子計算機を用いて検索することができる

ように体系的に構成したもの 

  二 前号に掲げるもののほか、特定の個人情報を容易に検索する

ことができるように体系的に構成したものとして政令で定める

もの 

３ この法律において「個人情報取扱事業者」とは、個人情報デー

タベース等を事業の用に供している者をいう。ただし、次に掲げ

る者を除く。 

一 国の機関 

二 地方公共団体 

  三 独立行政法人等（独立行政法人等の保有する個人情報の保護

に関する法律（平成十五年法律第五十九号）第二条第一項に規

定する独立行政法人等をいう。以下同じ。） 

  四 地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成十五年法律第

百十八号）第二条第一項に規定する地方独立行政法人をいう。

以下同じ。） 

  五 その取り扱う個人情報の量及び利用方法からみて個人の権利

利益を害するおそれが少ないものとして政令で定める者 

４～６ （略） 

 

（第三者提供の制限） 

第２３条 個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あ

らかじめ本人の同意を得ないで、個人データを第三者に提供して

はならない。 

一 法令に基づく場合 

二～四 （略） 

２～５ （略） 
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【管理番号 180】 

○生活保護法 抄 

（指導及び指示） 

第２７条 保護の実施機関は、被保護者に対して、生活の維持、向

上その他保護の目的達成に必要な指導又は指示をすることができ

る。 

２ 前項の指導又は指示は、被保護者の自由を尊重し、必要の最少

限度に止めなければならない。 

３ 第一項の規定は、被保護者の意に反して、指導又は指示を強制

し得るものと解釈してはならない。 

 

（報告、調査及び検診） 

第２８条 保護の実施機関は、保護の決定若しくは実施又は第七十

七条若しくは第七十八条（第三項を除く。次項及び次条第一項に

おいて同じ。）の規定の施行のため必要があると認めるときは、要

保護者の資産及び収入の状況、健康状態その他の事項を調査する

ために、厚生労働省令で定めるところにより、当該要保護者に対

して、報告を求め、若しくは当該職員に、当該要保護者の居住の

場所に立ち入り、これらの事項を調査させ、又は当該要保護者に

対して、保護の実施機関の指定する医師若しくは歯科医師の検診

を受けるべき旨を命ずることができる。 

２ 保護の実施機関は、保護の決定若しくは実施又は第七十七条若

しくは第七十八条の規定の施行のため必要があると認めるときは、

保護の開始又は変更の申請書及びその添付書類の内容を調査する

ために、厚生労働省令で定めるところにより、要保護者の扶養義

務者若しくはその他の同居の親族又は保護の開始若しくは変更の

申請の当時要保護者若しくはこれらの者であつた者に対して、報

告を求めることができる。 

３ 第一項の規定によつて立入調査を行う当該職員は、厚生労働省
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令の定めるところにより、その身分を示す証票を携帯し、かつ、

関係人の請求があるときは、これを提示しなければならない。 

４ 第一項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認め

られたものと解してはならない。 

５ 保護の実施機関は、要保護者が第一項の規定による報告をせず、

若しくは虚偽の報告をし、若しくは立入調査を拒み、妨げ、若し

くは忌避し、又は医師若しくは歯科医師の検診を受けるべき旨の

命令に従わないときは、保護の開始若しくは変更の申請を却下し、

又は保護の変更、停止若しくは廃止をすることができる。 

 

（資料の提供等） 

第２９条 保護の実施機関及び福祉事務所長は、保護の決定若しく

は実施又は第七十七条若しくは第七十八条の規定の施行のために

必要があると認めるときは、次の各号に掲げる者の当該各号に定

める事項につき、官公署、日本年金機構若しくは国民年金法（昭

和三十四年法律第百四十一号）第三条第二項に規定する共済組合

等（次項において「共済組合等」という。）に対し、必要な書類の

閲覧若しくは資料の提供を求め、又は銀行、信託会社、次の各号

に掲げる者の雇主その他の関係人に、報告を求めることができる。 

  一 要保護者又は被保護者であつた者 氏名及び住所又は居所、

資産及び収入の状況、健康状態、他の保護の実施機関における

保護の決定及び実施の状況その他政令で定める事項（被保護者

であつた者にあつては、氏名及び住所又は居所、健康状態並び

に他の保護の実施機関における保護の決定及び実施の状況を除

き、保護を受けていた期間における事項に限る。） 

  二 前号に掲げる者の扶養義務者 氏名及び住所又は居所、資産

及び収入の状況その他政令で定める事項（被保護者であつた者

の扶養義務者にあつては、氏名及び住所又は居所を除き、当該

被保護者であつた者が保護を受けていた期間における事項に限
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る。） 

２ 別表第一の上欄に掲げる官公署の長、日本年金機構又は共済組

合等は、それぞれ同表の下欄に掲げる情報につき、保護の実施機

関又は福祉事務所長から前項の規定による求めがあつたときは、

速やかに、当該情報を記載し、若しくは記録した書類を閲覧させ、

又は資料の提供を行うものとする。 

 

（届出の義務） 

第６１条 被保護者は、収入、支出その他生計の状況について変動

があつたとき、又は居住地若しくは世帯の構成に異動があつたと

きは、すみやかに、保護の実施機関又は福祉事務所長にその旨を

届け出なければならない。 

 

（指示等に従う義務） 

第６２条 被保護者は、保護の実施機関が、第三十条第一項ただし

書の規定により、被保護者を救護施設、更生施設若しくはその他

の適当な施設に入所させ、若しくはこれらの施設に入所を委託し、

若しくは私人の家庭に養護を委託して保護を行うことを決定した

とき、又は第二十七条の規定により、被保護者に対し、必要な指

導又は指示をしたときは、これに従わなければならない。 

２ 保護施設を利用する被保護者は、第四十六条の規定により定め

られたその保護施設の管理規程に従わなければならない。 

３ 保護の実施機関は、被保護者が前二項の規定による義務に違反

したときは、保護の変更、停止又は廃止をすることができる。 

４ 保護の実施機関は、前項の規定により保護の変更、停止又は廃

止の処分をする場合には、当該被保護者に対して弁明の機会を与

えなければならない。この場合においては、あらかじめ、当該処

分をしようとする理由、弁明をすべき日時及び場所を通知しなけ

ればならない。 
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５ 第三項の規定による処分については、行政手続法第三章（第十

二条及び第十四条を除く。）の規定は、適用しない。 

 

○国税徴収法 抄 

 

（質問及び検査） 

第１４１条 徴収職員は、滞納処分のため滞納者の財産を調査する

必要があるときは、その必要と認められる範囲内において、次に

掲げる者に質問し、又はその者の財産に関する帳簿書類（その作

成又は保存に代えて電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他

の人の知覚によつては認識することができない方式で作られる記

録であつて、電子計算機による情報処理の用に供されるものをい

う。）の作成又は保存がされている場合における当該電磁的記録を

含む。第百四十六条の二及び第百八十八条第二号において同じ。）

を検査することができる。 

一 滞納者 

二 滞納者の財産を占有する第三者及びこれを占有していると認

めるに足りる相当の理由がある第三者 

三 滞納者に対し債権若しくは債務があり、又は滞納者から財産

を取得したと認めるに足りる相当の理由がある者 

四 滞納者が株主又は出資者である法人 

 

第１８８条 次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役

又は五十万円以下の罰金に処する。 

一 第百四十一条（質問及び検査）の規定による徴収職員の質問に

対して答弁をせず、又は偽りの陳述をした者 

二 第百四十一条の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、

又は当該検査に関し偽りの記載若しくは記録をした帳簿書類を

提示した者  
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【管理番号 301】 

○生活保護法 抄 

 

（費用返還義務） 

第６３条 被保護者が、急迫の場合等において資力があるにもかか

わらず、保護を受けたときは、保護に要する費用を支弁した都道

府県又は市町村に対して、すみやかに、その受けた保護金品に相

当する金額の範囲内において保護の実施機関の定める額を返還し

なければならない。 

 

第７８条 不実の申請その他不正な手段により保護を受け、又は他

人をして受けさせた者があるときは、保護費を支弁した都道府県

又は市町村の長は、その費用の額の全部又は一部を、その者から

徴収するほか、その徴収する額に百分の四十を乗じて得た額以下

の金額を徴収することができる。 

２・３ （略） 

４ 前三項の規定による徴収金は、この法律に別段の定めがある場

合を除き、国税徴収の例により徴収することができる。 

 

○破産法 抄  

（定義）  

第２条 この法律において「破産手続」とは、次章以下（第十二章

を除く。）に定めるところにより、債務者の財産又は相続財産若し

くは信託財産を清算する手続をいう。  

２ この法律において「破産事件」とは、破産手続に係る事件をい

う。  

３ この法律において「破産裁判所」とは、破産事件が係属してい

る地方裁判所をいう。  

４ この法律において「破産者」とは、債務者であって、第三十条
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第一項の規定により破産手続開始の決定がされているものをいう。  

５ この法律において「破産債権」とは、破産者に対し破産手続開

始前の原因に基づいて生じた財産上の請求権（第九十七条各号に

掲げる債権を含む。）であって、財団債権に該当しないものをいう。  

６ この法律において「破産債権者」とは、破産債権を有する債権

者をいう。  

７ この法律において「財団債権」とは、破産手続によらないで破

産財団から随時弁済を受けることができる債権をいう。  

８ この法律において「財団債権者」とは、財団債権を有する債権

者をいう。  

９ この法律において「別除権」とは、破産手続開始の時において

破産財団に属する財産につき特別の先取特権、質権又は抵当権を

有する者がこれらの権利の目的である財産について第六十五条第

一項の規定により行使することができる権利をいう。  

10 この法律において「別除権者」とは、別除権を有する者をいう。  

11 この法律において「支払不能」とは、債務者が、支払能力を欠

くために、その債務のうち弁済期にあるものにつき、一般的かつ

継続的に弁済することができない状態（信託財産の破産にあって

は、受託者が、信託財産による支払能力を欠くために、信託財産

責任負担債務（信託法（平成十八年法律第百八号）第二条第九項

に規定する信託財産責任負担債務をいう。以下同じ。）のうち弁済

期にあるものにつき、一般的かつ継続的に弁済することができな

い状態）をいう。  

12 この法律において「破産管財人」とは、破産手続において破産

財団に属する財産の管理及び処分をする権利を有する者をいう。  

13 この法律において「保全管理人」とは、第九十一条第一項の規

定により債務者の財産に関し管理を命じられた者をいう。  

14 この法律において「破産財団」とは、破産者の財産又は相続財

産若しくは信託財産であって、破産手続において破産管財人にそ
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の管理及び処分をする権利が専属するものをいう。  

 

（破産債権に含まれる請求権） 

第９７条 次に掲げる債権（財団債権であるものを除く。）は、破産

債権に含まれるものとする。 

一 破産手続開始後の利息の請求権  

二 破産手続開始後の不履行による損害賠償又は違約金の請求権  

三 破産手続開始後の延滞税、利子税若しくは延滞金の請求権又

はこれらに類する共助対象外国租税の請求権  

四 国税徴収法 （昭和三十四年法律第百四十七号）又は国税徴収

の例によって徴収することのできる請求権（以下「租税等の請

求権」という。）であって、破産財団に関して破産手続開始後の

原因に基づいて生ずるもの  

五 加算税（国税通則法（昭和三十七年法律第六十六号）第二条

第四号に規定する過少申告加算税、無申告加算税、不納付加算

税及び重加算税をいう。）若しくは加算金（地方税法（昭和二十

五年法律第二百二十六号）第一条第一項第十四号に規定する過

少申告加算金、不申告加算金及び重加算金をいう。）の請求権又

はこれらに類する共助対象外国租税の請求権  

六 罰金、科料、刑事訴訟費用、追徴金又は過料の請求権（以下

「罰金等の請求権」という。）  

七 破産手続参加の費用の請求権  

八 第五十四条第一項（第五十八条第三項において準用する場合

を含む。）に規定する相手方の損害賠償の請求権  

九 第五十七条に規定する債権  

十 第五十九条第一項の規定による請求権であって、相手方の有

するもの  

十一 第六十条第一項（同条第二項において準用する場合を含む。）

に規定する債権  
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十二 第百六十八条第二項第二号又は第三号に定める権利  

 

（相当の対価を得てした財産の処分行為の否認） 

第１６１条 破産者が、その有する財産を処分する行為をした場合

において、その行為の相手方から相当の対価を取得しているとき

は、その行為は、次に掲げる要件のいずれにも該当する場合に限

り、破産手続開始後、破産財団のために否認することができる。    

  一 当該行為が、不動産の金銭への換価その他の当該処分による

財産の種類の変更により、破産者において隠匿、無償の供与そ

の他の破産債権者を害する処分（以下この条並びに第百六十八

条第二項及び第三項において「隠匿等の処分」という。）をする

おそれを現に生じさせるものであること。 

  二 破産者が、当該行為の当時、対価として取得した金銭その他

の財産について、隠匿等の処分をする意思を有していたこと。  

  三 相手方が、当該行為の当時、破産者が前号の隠匿等の処分を

する意思を有していたことを知っていたこと。 

２ （略） 

 

 

（特定の債権者に対する担保の供与等の否認） 

第１６２条 次に掲げる行為（既存の債務についてされた担保の供

与又は債務の消滅に関する行為に限る。）は、破産手続開始後、破

産財団のために否認することができる。 

  一 破産者が支払不能になった後又は破産手続開始の申立てがあ

った後にした行為。ただし、債権者が、その行為の当時、次の

イ又はロに掲げる区分に応じ、それぞれ当該イ又はロに定める

事実を知っていた場合に限る。 

    イ 当該行為が支払不能になった後にされたものである場合 

支払不能であったこと又は支払の停止があったこと。 
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    ロ 当該行為が破産手続開始の申立てがあった後にされたもの

である場合 破産手続開始の申立てがあったこと。 

  二 （略） 

２ （略） 

３ 第一項各号の規定の適用については、支払の停止（破産手続開

始の申立て前一年以内のものに限る。）があった後は、支払不能で

あったものと推定する。 

 

（手形債務支払の場合等の例外） 

第１６３条 （略） 

２ （略） 

３ 前条第一項の規定は、破産者が租税等の請求権（共助対象外国

租税の請求権を除く。）又は罰金等の請求権につき、その徴収の権

限を有する者に対してした担保の供与又は債務の消滅に関する行

為には、適用しない。 

 

（免責についての意見申述） 

第２５１条 裁判所は、免責許可の申立てがあったときは、破産手

続開始の決定があった時以後、破産者につき免責許可の決定をす

ることの当否について、破産管財人及び破産債権者（第二百五十

三条第一項各号に掲げる請求権を有する者を除く。次項、次条第

三項及び第二百五十四条において同じ。）が裁判所に対し意見を述

べることができる期間を定めなければならない。 

２・３ （略） 

 

（免責許可の決定の効力等） 

第２５３条 免責許可の決定が確定したときは、破産者は、破産手

続による配当を除き、破産債権について、その責任を免れる。た

だし、次に掲げる請求権については、この限りでない。 
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一 租税等の請求権（共助対象外国租税の請求権を除く。） 

 二～六 （略） 

２～４ （略） 

 

○国税徴収法 抄 

（一般の差押禁止財産） 

第７５条 次に掲げる財産は、差し押えることができない。 

一 滞納者及びその者と生計を一にする配偶者（届出をしていない

が、事実上婚姻関係にある者を含む。）その他の親族（以下「生

計を一にする親族」という。）の生活に欠くことができない衣服、

寝具、家具、台所用具、畳及び建具 

二 滞納者及びその者と生計を一にする親族の生活に必要な三月

間の食料及び燃料 

三 主として自己の労力により農業を営む者の農業に欠くことが

できない器具、肥料、労役の用に供する家畜及びその飼料並びに

次の収穫まで農業を続行するために欠くことができない種子そ

の他これに類する農産物 

四 主として自己の労力により漁業を営む者の水産物の採捕又は

養殖に欠くことができない漁網その他の漁具、えさ及び稚魚その

他これに類する水産物 

五 技術者、職人、労務者その他の主として自己の知的又は肉体的

な労働により職業又は営業に従事する者（前二号に規定する者を

除く。）のその業務に欠くことができない器具その他の物（商品

を除く。） 

六 実印その他の印で職業又は生活に欠くことができないもの 

七 仏像、位牌
はい

その他礼拝又は祭祀
し
に直接供するため欠くことが

できない物 

八 滞納者に必要な系譜、日記及びこれに類する書類 

九 滞納者又はその親族が受けた勲章その他名誉の章票 
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十 滞納者又はその者と生計を一にする親族の学習に必要な書籍

及び器具 

十一 発明又は著作に係るもので、まだ公表していないもの 

十二 滞納者又はその者と生計を一にする親族に必要な義手、義足

その他の身体の補足に供する物 

十三 建物その他の工作物について、災害の防止又は保安のため法

令の規定により設備しなければならない消防用の機械又は器具、

避難器具その他の備品 

２ 前項第一号（畳及び建具に係る部分に限る。）及び第十三号の規

定は、これらの規定に規定する財産をその建物その他の工作物と

ともに差し押えるときは、適用しない。 

 

（給与の差押禁止） 

第７６条 給料、賃金、俸給、歳費、退職年金及びこれらの性質を

有する給与に係る債権（以下「給料等」という。）については、次

に掲げる金額の合計額に達するまでの部分の金額は、差し押える

ことができない。この場合において、滞納者が同一の期間につき

二以上の給料等の支払を受けるときは、その合計額につき、第四

号又は第五号に掲げる金額に係る限度を計算するものとする。 

一～三 （略） 

  四 滞納者（その者と生計を一にする親族を含む。）に対し、これ

らの者が所得を有しないものとして、生活保護法（昭和二十五

年法律第百四十四号）第十二条（生活扶助）に規定する生活扶

助の給付を行うこととした場合におけるその扶助の基準となる

金額で給料等の支給の基礎となつた期間に応ずるものを勘案し

て政令で定める金 

  五 （略） 

２ 給料等に基き支払を受けた金銭は、前項第四号及び第五号に掲

げる金額の合計額に、その給料等の支給の基礎となつた期間の日
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数のうちに差押の日から次の支払日までの日数の占める割合を乗

じて計算した金額を限度として、差し押えることができない。 

３ 賞与及びその性質を有する給与に係る債権については、その支

払を受けるべき時における給料等とみなして、第一項の規定を適

用する。この場合において、同項第四号又は第五号に掲げる金額

に係る限度の計算については、その支給の基礎となつた期間が一

月であるものとみなす。 

４ 退職手当及びその性質を有する給与に係る債権（以下「退職手

当等」という。）については、次に掲げる金額の合計額に達するま

での部分の金額は、差し押えることができない。 

  一・二 （略） 

三 第一項第四号に掲げる金額で同号に規定する期間を一月とし

て算定したものの三倍に相当する金額 

四 退職手当等の支給の基礎となつた期間が五年をこえる場合に

は、そのこえる年数一年につき前号に掲げる 金額の百分の二十

に相当する金額 

５ 第一項、第二項及び前項の規定は、滞納者の承諾があるときは

適用しない。 

 

（滞納処分の停止の要件等） 

第１５３条 税務署長は、滞納者につき次の各号のいずれかに該当

する事実があると認めるときは、滞納処分の執行を停止すること

ができる。 

一 滞納処分の執行及び租税条約等（租税条約等の実施に伴う所 

得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和四十

四年法律第四十六号）第二条第二号（定義）に規定する租税条約

等をいう。）の規定に基づく当該租税条約等の相手国等（同条第

三号に規定する相手国等をいう。）に対する共助対象国税（同法

第十一条の二第一項（国税の徴収の共助）に規定する共助対象国
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税をいう。）の徴収の共助の要請による徴収（以下この項におい

て「滞納処分の執行等」という。）をすることができる財産がな

いとき。 

二 滞納処分の執行等をすることによつてその生活を著しく窮迫

させるおそれがあるとき。 

三 その所在及び滞納処分の執行等をすることができる財産がと

もに不明であるとき。 

２ 税務署長は、前項の規定により滞納処分の執行を停止したとき

は、その旨を滞納者に通知しなければならない。 

３ 税務署長は、第一項第二号の規定により滞納処分の執行を停止

した場合において、その停止に係る国税について差し押さえた財

産があるときは、その差押えを解除しなければならない。 

４ 第一項の規定により滞納処分の執行を停止した国税を納付する

義務は、その執行の停止が三年間継続したときは、消滅する。 

５ 第一項第一号の規定により滞納処分の執行を停止した場合にお

いて、その国税が限定承認に係るものであるとき、その他その国

税を徴収することができないことが明らかであるときは、税務署

長は、前項の規定にかかわらず、その国税を納付する義務を直ち

に消滅させることができる。 

○国税徴収法施行令 抄 

第３４条 法第七十六条第一項第四号（給料等の差押禁止の基礎と

なる金額）に規定する政令で定める金額は、滞納者の給料、賃金、

俸給、歳費、退職年金及びこれらの性質を有する給与に係る債権

の支給の基礎となつた期間一月ごとに十万円（滞納者と生計を一

にする配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同

様の事情にある者を含む。）その他の親族があるときは、これらの

者一人につき四万五千円を加算した金額）とする。 
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○補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律 抄 

（決定の取消） 

第１７条 各省各庁の長は、補助事業者等が、補助金等の他の用途

への使用をし、その他補助事業等に関して補助金等の交付の決定

の内容又はこれに附した条件その他法令又はこれに基く各省各庁

の長の処分に違反したときは、補助金等の交付の決定の全部又は

一部を取り消すことができる。 

２ （略） 

３ 前二項の規定は、補助事業等について交付すべき補助金等の額

の確定があつた後においても適用があるものとする。 

４ （略） 

 

（補助金等の返還） 

第１８条 各省各庁の長は、補助金等の交付の決定を取り消した場

合において、補助事業等の当該取消に係る部分に関し、すでに補

助金等が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命じ

なければならない。 

２ 各省各庁の長は、補助事業者等に交付すべき補助金等の額を確

定した場合において、すでにその額をこえる補助金等が交付され

ているときは、期限を定めて、その返還を命じなければならない。 

３ （略） 

 

（徴収） 

第２１条 各省各庁の長が返還を命じた補助金等又はこれに係る加

算金若しくは延滞金は、国税滞納処分の例により、徴収すること

ができる。 

２ 前項の補助金等又は加算金若しくは延滞金の先取特権の順位は、

国税及び地方税に次ぐものとする。 
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